
市 税 

よくある質問Ｑ＆Ａ 

（令和４年８月） 

 

   

 

 

 

 

 

  

栗 原 市



- 1 - 

 

《目   次》 

 

Ⅰ 個人市民税に関するＱ＆Ａ  

Ｑ１ 昨年は収入がなかったのですが、市民税の申告は必要ですか     Ｐ３ 

Ｑ２ 市民税の申告をしないとどうなりますか              Ｐ４ 

Ｑ３ 市民税が課税される所得はいくらからですか            Ｐ５ 

Ｑ４ 市民税の均等割が高くなったのはなぜ               Ｐ６ 

Ｑ５ 収入がいくらまでなら夫や妻（配偶者）の扶養に入れますか     Ｐ７ 

Ｑ６ 市外に転出した場合、市民税はどうなりますか           Ｐ８ 

Ｑ７ 海外に転出した場合、市民税はどうなりますか           Ｐ９ 

Ｑ８ 今年亡くなった家族の市民税納付書が届いたのですが        Ｐ10 

Ｑ９ 市民税が高くなったのはどうしてか                Ｐ11 

Ｑ10 市民税が非課税の場合は、何か通知がありますか          Ｐ12 

Ｑ11 給与特別徴収と普通徴収が両方で課税されたのはなぜ        Ｐ13 

Ｑ12 申し込みしていないのに年金天引きされたのはなぜ         Ｐ14 

Ｑ13 いま収入が少ない（ない）のに、なぜ課税されるの         Ｐ15 

 

Ⅱ 法人市民税に関するＱ＆Ａ  

Ｑ14 新たに法人を設立した場合、どのような手続きが必要ですか     Ｐ16 

Ｑ15 法人市民税の申告時期はいつになりますか              Ｐ17 

Ｑ16 赤字となったのですが、法人市民税の申告は必要ですか       Ｐ18 

Ｑ17 中間申告と予定申告の違いを教えてください            Ｐ19 

Ｑ18 収益事業とは何ですか                      Ｐ20 

 

Ⅲ 固定資産税に関するＱ＆Ａ  

Ｑ19 固定資産の評価替えとは何ですか                 Ｐ21 

Ｑ20 年度の途中で資産を売買したとき固定資産税は           Ｐ22 

Ｑ21 住宅を取り壊したり新築したとき固定資産税は           Ｐ23 

Ｑ22 共有資産を持分ごとに課税できないでしょうか           Ｐ24 

Ｑ23 住所を変更したのですが連絡は必要ですか             Ｐ25 

 

 

 



- 2 - 

 

 

Ⅳ 軽自動車税に関するＱ＆Ａ  

Ｑ24 昨年廃車（解体）したのに納付書が届いた             Ｐ26 

Ｑ25 使っていない車の納付書が届いた                 Ｐ27 

Ｑ26 栗原市に転入したのに前の市町村から納付書が届いた        Ｐ28 

Ｑ27 身体障害者手帳を持っているが、軽自動車税の減免は        Ｐ29 

Ｑ28 年度途中で軽自動車を登録、廃車等をしたときの税金は       Ｐ30 

Ｑ29 軽自動車の税金が高くなったのはなぜ               Ｐ31 

Ｑ30 古い軽自動車の税金が高くなるってどういうこと          Ｐ32 

Ｑ31 車を買ったが、グリーン化特例（軽減税率）は適用されるか     Ｐ33 

 

Ⅴ 国民健康保険税に関するＱ＆Ａ  

Ｑ32 国民健康保険は必ず入らないといけないのですか          Ｐ34 

Ｑ33 税額が以前よりも高くなったのはなぜですか            Ｐ35 

Ｑ34 国民健康保険税はどのように計算されますか            Ｐ36 

Ｑ35 国民健康保険に加入していないのに納付書が届いた         Ｐ37 

Ｑ36 会社都合で離職した場合、税の軽減を受けられますか        Ｐ38 

Ｑ37 社会保険に加入したのに国民健康保険税の納付書が届いた      Ｐ39 

Ｑ38 年金を受給しているのですが、納付方法が変わるのですか      Ｐ40 

 

Ⅵ 納税に関するＱ＆Ａ  

Ｑ39 市税はどこで納付できますか                   Ｐ41 

Ｑ40 納付書をなくしたが、どうすればいいですか            Ｐ42 

Ｑ41 納期限を過ぎても納付できますか                 Ｐ43 

Ｑ42 市税の口座振替について知りたい                 Ｐ44 

Ｑ43 市税を納期限内に納められなかった場合どうなりますか       Ｐ45 



- 3 - 

 

Ⅰ 個人市民税に関するＱ＆Ａ 

 

Ｑ１ 昨年は収入がなかったのですが、市民税の申告は必要ですか  

 

Ａ１ 申告する年の１月１日時点で栗原市に住所のある方は、収入の有無にかかわらず

前年中の収入状況を申告していただく必要があります。 

ただし、次の方は市民税申告の必要はありません。 

 

１．所得税（国税）の確定申告（還付申告を含む）をされる方 

２．給与所得者で給与支払報告書が勤務先から市役所に提出され、かつ給与所得以 

外の所得のない方（年末調整が済んでいる給与収入のみの方） 

３．公的年金のみの方（ただし、扶養、社会保険料、医療費、生命保険料、その他 

の控除を受けようとする方は申告をしてください。） 
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Ｑ２ 市民税の申告をしないとどうなりますか            

 

Ａ２ 市民税申告は、市民税、国民健康保険税、介護保険料、後期高齢者医療保険料

を決定する資料となるばかりでなく、保育所の入所、各種公営住宅の入居及び金

融機関への申し込み、その他種々の申請の際に必要となる「所得証明書」や「課

税証明書」などの“もと”になります。申告がお済みでない場合には、証明書の

発行を窓口で申請いただきましても、即日の発行はできません。 

申告の趣旨をご理解いただき、期限内の申告にご協力をお願いいたします。 
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Ｑ３ 市民税が課税される所得はいくらからですか          

 

Ａ３ 年間の所得が 38万円を超えると均等割が一律 6,200円（市・県民税として賦

課・徴収している、市民税分 3,500円・県民税分 2,700円）、45万円を超えると

所得割（所得額によって変動）が課税されます。 

例えば、勤務先から給与の支払いを受けている方であれば、給与収入 93万円

（給与所得 38万円）を超えると均等割、給与収入が 100万円（給与所得 45万

円）を超えると所得割が課税されます。 

なお、均等割と所得割は、扶養親族の有無や人数によって課税される所得が変

わりますので、次の表をご参照ください。 

 

均等割・所得割の判定額（金額は所得） 

扶養人数 均等割 所得割 

0 人 38 万円 45 万円 

1 人 82 万 8 千円 112 万円 

2 人 110 万 8 千円 147 万円 

3 人 138 万 8 千円 182 万円 

4 人 166 万 8 千円 217 万円 

判 定 額 

算 出 式 

28 万円×(人数＋１)+10 万円  

※＋16 万 8 千円 

35 万円×(人数＋１)+10 万円  

 ※＋32 万円 

○表の見方…扶養人数が１人であれば、均等割は 82万８千円、所得割は 112万円を 

超えなければ市民税・県民税は課税されません。 

 なお、ここでいう扶養人数には控除対象配偶者を含みます。 

 

※ 判定額算出式に示す均等割＋16万 8千円・所得割＋32万円は、扶養者がいる場合

のみ加算となります。 
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Ｑ４ 市民税の均等割が高くなったのはなぜ             

 

Ａ４ 市民税の均等割額は 3,500円となっています。 

（実際に納めていただく額は、県民税の均等割額 2,700円を合計しますので、

6,200円となります。） 

平成 26年度から均等割額が増額となっていますが、東日本大震災からの復興の

ための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法に基づき、復

興施策に必要な財源を確保するための震災復興増税が導入されたことによるもの

です。（市民税 500円と県民税 500円で、合計 1,000円が増額となっています。） 

期間については平成 26年度から 10年間となっています。 

なお、市民税のほかみやぎ環境税（※）を含めた県民税との合計額については、次

の表をご参照ください。 

 

  市民税・県民税 各年度の合計額 

均 等 割 Ｈ２３～Ｈ２５ Ｈ２６～Ｒ５ Ｒ６～ 

市 民 税 3,000 円 3,500 円 3,000 円 

県 民 税 1,000 円 1,500 円 1,000 円 

※みやぎ環境税 1,200 円 1,200 円 1,200 円 

森林環境税   1,000 円 

合   計 5,200 円 6,200 円 6,200 円 

 

  ※ みやぎ環境税は、宮城の豊かな環境を適切に保全し、次の世代へ引き継いでいくため様々

な環境施策を展開し、環境問題に対応する環境施策に充当する財源として、平成 23 年４月

に導入されました。期間については平成 23 年度から 10 年間となっています。 

  （宮城県県税条例の改正により、令和３年度から５年間延長となりました。） 

 

  ※  森林環境税は、令和６年度から国内に住所のある個人に対して課税される国税であり、

市町村において、個人住民税均等割と併せて 1 人年額 1,000 円が徴収されます。 
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Ｑ５ 収入がいくらまでなら夫や妻（配偶者）の扶養に入れますか    

 

Ａ５ パート（アルバイト）による給与収入が年間 103万円（所得額で 48万円）を超

えなければ、夫や妻の扶養として配偶者控除を受けることができます。103万円を

超えると扶養に入れることはできませんが、給与収入が 201万 5千円未満）であ

れば、その所得金額に応じて夫や妻は配偶者特別控除を受けることができますの

で、次の表をご参照ください。 

ご自身にかかる税金についてはＱ３をご参照ください。 

配偶者特別控除額の早見表（給与収入額ではなく、所得額です） 

令和元年度（平成 30 年分所得）から令和２年度（令和元年所得）まで 

 配偶者の合計所得金額 

納税義務者の合計所得金額 

900 万円以下 
900 万円超 

950 万円以下 

  950 万円超 

1,000 万円以下 

配偶者 

控 除 

 38 万円以下 33 万円 22 万円 11 万円 

 老人控除対象配偶者 38 万円 26 万円 13 万円 

配偶者 

特 別 

控 除 

38 万円超 90 万円以下 33 万円 22 万円 11 万円 

90 万円超 95 万円以下 31 万円 21 万円 11 万円 

95 万円超 100 万円以下 26 万円 18 万円 9 万円 

100 万円超 105 万円以下 21 万円 14 万円 7 万円 

105 万円超 110 万円以下 16 万円 11 万円 6 万円 

110 万円超 115 万円以下 11 万円 8 万円 4 万円 

115 万円超 120 万円以下 6 万円 4 万円 2 万円 

120 万円超 123 万円以下 3 万円 2 万円 1 万円 

 

令和３年度（令和２年分所得）から 

 配偶者の合計所得金額 

納税義務者の合計所得金額 

900 万円以下 
900 万円超 

950 万円以下 

  950 万円超 

1,000 万円以下 

配偶者 

控 除 

 48 万円以下 33 万円 22 万円 11 万円 

 老人控除対象配偶者 38 万円 26 万円 13 万円 

配偶者 

特 別 

控 除 

48 万円超 100 万円以下 33 万円 22 万円 11 万円 

100 万円超 105 万円以下 31 万円 21 万円 11 万円 

105 万円超 110 万円以下 26 万円 18 万円 9 万円 

110 万円超 115 万円以下 21 万円 14 万円 7 万円 

115 万円超 120 万円以下 16 万円 11 万円 6 万円 

120 万円超 125 万円以下 11 万円 8 万円 4 万円 

125 万円超 130 万円以下 6 万円 4 万円 2 万円 

130 万円超 133 万円以下 3 万円 2 万円 1 万円 
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Ｑ６ 市外に転出した場合、市民税はどうなりますか         

 

Ａ６ 市民税は、地方税法で賦課期日が定められており、１月１日現在で住所のある

方に対して、その住所地の市町村が課税することになっています。１月１日以降

に市外に転出された場合、その年分の市民税は栗原市に納めていただくことにな

ります。反対に市外から、その年中に栗原市に転入されても栗原市では課税せ

ず、その年の１月１日現在に住所のあった市町村に市町村民税を納めていただく

ことになります。月割計算にはなりません。 
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Ｑ７ 海外に転出した場合、市民税はどうなりますか         

 

Ａ７ 市民税は、地方税法で賦課期日が定められており、１月１日現在で住所のある

方に対して、その住所地の市町村が課税することになっています。１月１日以降

に海外に転出された場合、その年分の市民税は栗原市に納めていただくことにな

ります。海外へ転出する前に納税通知書を受け取れない場合や完納できない場合

は、「納税管理人」を設定してください。 
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Ｑ８ 今年亡くなった家族の市民税納付書が届いたのですが      

 

Ａ８ 市民税は、地方税法で賦課期日が決められており、１月１日現在で住所のある

方に対して、その住所地の市町村が課税することになっています。そのため、そ

の年の１月２日以降に亡くなった方に対しては、前年中の所得に基づいて、その

年度の税額が決定されますので、市民税は納めていただくことになります。亡く

なられた方の市民税に関しては、相続される方が納税義務を引き継ぐことにな

り、ご家族の方などに納税通知書をお送りすることになります。（相続放棄をさ

れている方は除きます。） 

また、前年中及びその年１月１日に亡くなった方は、賦課期日に住所がありま

せんので、市民税は課税されません。 
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Ｑ９ 市民税が高くなったのはどうしてか              

 

Ａ９ 市民税は前年中の所得に応じて課税されます。（例えば、令和４年度の税額は

令和３年１月１日～令和３年 12月 31日までの所得で計算されます。） 

前々年の所得と前年の所得を比較して増額があった場合や控除額（※）（所得控

除・税額控除）が減額になった場合には市民税の税額も増額となります。 

また、税制改正により平成 24年度から 19歳未満の扶養控除が変わっておりま

す。具体的には 16歳未満の扶養控除と、16歳以上 19歳未満の特定扶養控除の上

乗せ分が廃止となっています。 

なお、16 歳未満の扶養親族に対する控除額はなくなりましたが、Ｑ３の「所得

割・均等割の判定」の際の扶養人数としては数えることができます。 

 

※ 控除額には、雑損控除、医療費控除、社会保険料控除、生命保険料控除、地震

保険料控除、ひとり親・寡婦控除、障害者控除、配偶者控除、扶養控除、住宅借

入金等特別控除（住宅ローン控除）などがあります。 

 

 

【参考】平成 24年度扶養控除の改正点 

 
 

  

45万円 45万円

38万円 38万円

33万円

16歳 18歳 19歳 22歳 23歳 69歳 70歳～15歳

45万円

【改正後】
12万円
縮減

老人扶養控除

33万円

同居老親等加算

扶養控除（年少）

【改正後】
廃止

扶養控除（成年）特定扶養控除
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Ｑ10 市民税が非課税の場合は、何か通知がありますか        

 

 Ａ10 市民税（県民税）が非課税の場合でも通知書が送付される方とされない方がい 

ます。 

 

  【通知書が送付される方】 

   市民税（県民税）を給与からの天引き（給与特別徴収）で納める手続きが済んで 

いる方には、非課税であっても、栗原市から勤務先の事業所に税額の通知書を送付 

します。事業所から本人へ渡されます。 

 

  【通知書が送付されない方】 

   市民税（県民税）を納付書や口座振替等によってご自身で納める方（普通徴収） 

や公的年金から天引き（年金特別徴収）で納める方には、非課税の場合は、通知書 

は送付されません。 
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Ｑ11 給与特別徴収と普通徴収が両方で課税されたのはなぜ      

 

Ａ11 まず、二重課税ではありません。 

市民税の納め方は３つの方法（給与特別徴収・年金特別徴収・普通徴収）があり

ます。（年金特別徴収は次のＱ12をご参照ください） 

確定申告書を提出する際、給与と年金以外（その年の４月１日時点で 65歳未満

の方は給与以外）の所得に係る住民税を「自分で納付」を選択すると、給与所得

分の税額は給与天引きに、それ以外の所得に係る税額は普通徴収に分けて納めて

いただくことになります。 

 

 ・給与特別徴収 … 給与天引き 

 ・年金特別徴収 … 年金天引き 

 ・普通徴収   … 自分で納付（納付書・口座振替） 

  



- 14 - 

 

Ｑ12 申し込みしていないのに年金天引きされたのはなぜ       

 

Ａ12 ご本人からの申込みによるものではなく、要件に当てはまると天引きによる納

付方法が優先されます。 

   平成 21年 10月から市・県民税の公的年金からの特別徴収（天引き）が開始さ

れています。 

 

  【要件】 

   ① その年の４月１日現在で 65歳以上であること。 

   ② 介護保険料が年金天引きされていること。 

   ③ 天引きされる市・県民税が老齢基礎年金の額を超えていないこと。 

 

   なお、年金天引きは普通徴収（納付書・口座振替）に変更することができませ

ん。 

  ※ 公的年金等に係る所得に係る個人住民税については、年金から「特別徴収の方法によって徴収するものとす

る」とされており、徴収方法を選択することはできないこととなっております（地方税法第 321条の 7の 2）。 

 

   年金天引きされる市・県民税は年金所得にかかる税額のみとなりますので、残

りの税額は給与特別徴収（給与天引き）または普通徴収（納付書・口座振替）に

よる納付をお願いいたします。同じ年度で納付方法が最大３つの方法となる場合

があります。 

 

● 年金天引きの納め方 

（初年度の方） 

 普通徴収（納付書・口座振替） 年金特別徴収（天引き） 

納期・ 

支給月 
第１期（６月） 第２期（８月） 10月 12月 ２月 

徴収税額 対象年税額の１／４ずつ 年税額の１／６ずつ 

                       ↑10月から天引きが始まります。 

 

（翌年度以降の方） 

 年金特別徴収（天引き） 

年金 

支給月 
４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月 

徴収税額 
前年の対象年税額 

の１／６ずつ 

（年税額－8月までの天引き額） 

の１／３ずつ 
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Ｑ13 いま収入が少ない（ない）のに、なぜ課税されるの       

 

Ａ13 市民税は前年の収入などの状況をもとに計算します。そのため、現在の収入額

とは関係していません。 

 

● 所得税（国税）の場合 

   お勤めの方の場合、所得税は、毎月の給与の金額に応じてあらかじめ給与から

引かれます（源泉徴収）。 

   その後に、納めるべき税額を精算するため、年末調整や確定申告を行うことで

過不足がないようにします。 

 

● 市民税の場合 

   年末調整や確定申告などの内容をもとに、翌年に納付いただくことになりま

す。 

 

 

【所得税の場合】 

 

 

 

月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 … 5 

 

 

 

【市民税（県民税）の場合】 

 

※ 納付方法により、納付月や回数が異なります。 

  給与特別徴収の方は、６月から翌年５月までの 12回 

  年金特別徴収の方は、４月から翌年２月までの年金支給月の６回 

  普通徴収の方は、６月・８月・10月・12月の４回 

 

 

 

 

  

計算の基準となる期間 

計算の基準となる期間 

精算・納付 
（年末調整・確定申告） 

納付 
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Ⅱ 法人市民税に関するＱ＆Ａ 

 

Ｑ14 新たに法人を設立した場合、どのような手続きが必要ですか   

 

Ａ14 法人の設立・廃止・異動の事由ごとに以下のとおり届出をお願いいたします。 

届出については、窓口にお持ちいただくか郵送でお願いいたします。 

 

１．法人の設立の届けの場合 

税務課まで「法人等設立（廃止・異動）等届出書」の提出をお願いいた

します。（添付資料：履歴事項全部証明書（写）・定款等（写）） 

 

２．既に市内に事務所等があり、新たに市内に別の事務所等を設けたとき 

「異動届出書」の提出をお願いいたします。 

「異動届出書」には履歴事項全部証明書（写）を添付してください。 

ただし、登記事項に変更がない場合（登記していない事務所等を設置し

た場合など）は、添付の必要はありません。 

 

    ３．市内に事務所等がなく、今回新たに市内に事務所等を設置した場合 

「法人等設立（廃止・異動）等届出書」の提出をお願いいたします。 

（添付資料：履歴事項全部証明書（写）・定款等（写）） 

 

 

      ○個人の市・県民税の特別徴収の届出について 

     従業員の方に課税されている個人の市・県民税（住民税）を、特別 

徴収（給与からの差し引き）で納付する場合には手続きが必要になり 

ます。手続きについては、税務課市民税係までご連絡をお願いいたし 

ます。（℡0228-22-1121） 
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Ｑ15 法人市民税の申告時期はいつになりますか           

 

Ａ15 次の表のとおり、申告と納付をしていただくことになります。 

      

事業年度 区分 申告・納期限等 

１年 

予定申告 

中間申告 

 

事業年度開始の日以後６か月を経過した日から２か月

以内。 

申告納付額は(１)または(２)の額。 

(１)予定申告 

   均等割額と、前年事業年度の法人税割額を基に計算 

した法人税割額の合計 

(２)中間申告 

均等割額と、その事業年度開始の日以降６か月の期 

間を１事業年度とみなして計算した法人税額を課税 

基準として計算した法人税額の合計 

 

 

 

確定申告 

 

事業年度終了の日の翌日から２か月以内。 

申告納付額は、均等割額と法人税割額との合計額。当該

事業年度についてすでに中間（予定）申告を行った税額が

ある場合には、その額を差し引いた額。 
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Ｑ16 赤字となったのですが、法人市民税の申告は必要ですか     

 

Ａ16 赤字の場合は、法人税額は０円となり法人税割額はかかりませんが、均等割額は法

人の区分や規模に応じて課税されることになります。 

赤字の場合でも申告と納付が必要となります。
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Ｑ17 中間申告と予定申告の違いを教えてください          

 

 Ａ17 中間申告は、事業年度が６か月を超える法人が、事業年度開始の日以降６か月を

経過した日から２か月以内にしなければならない申告をいいます。中間申告では、

前期の実績額を基礎とする計算方法と、仮決算による計算方法の２種類があり、前

期の実績額を基礎とする計算によって申告することを予定申告といいます。 

予定申告の場合は、法人税において前事業年度の確定法人税額を前事業年度の

月数で除し、６を掛けて 10 万円以下の場合には、その年度の申告は必要ありませ

ん。 

ただし、仮決算による中間申告の場合は、10 万円以下であっても申告が必要に

なります。 

また、清算中の法人、会社更生手続開始後の株式会社の事業年度においても、中

間申告は不要となります。 
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Ｑ18 収益事業とは何ですか                    

 

  Ａ18 法人税法上、収益事業とは、法人税法施行令第５条に列記されている事業で、

継続して事業所を設けて営まれるものをいいます。抜粋すると、次の 34 項目で

す。 

 

１．物品販売業            ２．不動産販売業 

３．金銭貸付業            ４．物品貸付業 

５．不動産貸付業           ６．製造業 

７．通信業              ８．運送業 

９．倉庫業              10．請負業 

11．印刷業              12．出版業 

13．写真業              14．席貸業 

15．旅館業              16．料理店業その他の飲食店業 

17．周旋業              18．代理業 

19．仲立業              20．問屋業 

21．鉱業               22．土石採取業 

23．浴場業              24．理容業 

25．美容業              26．興行業 

27．遊技所業             28．遊覧所業 

29．医療保健業            30．技芸教授業 

31．駐車場業             32．信用保証業 

33．無体財産権の提供等を行う事業   34．労働者派遣業 
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Ⅲ 固定資産税に関するＱ＆Ａ 

 

Ｑ19 固定資産の評価替えとは何ですか               

 

Ａ19 固定資産の価格（評価額）を３年ごとに見直す制度のことです。 

    固定資産税は、固定資産の適正な時価を課税標準額として課税します。本来であ

れば、毎年評価替えを行い、課税を行うことが望ましいのですが、膨大な量の土地、

家屋について毎年度評価を見直すことは実務的に不可能であることから、土地と家

屋については原則として３年ごとに評価を見直す制度がとられています。 

    なお、土地の価格については、地価の下落があり３年間評価を据え置くことが適

当でないときは、簡易な方法により価格を修正することができることになっていま

す。 
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Ｑ20 年度の途中で資産を売買したとき固定資産税は         

 

Ａ20 固定資産税は、毎年１月１日現在に固定資産課税台帳に所有者として登録され 

ている方に対して、その年の４月から始まる年度分として課税する税金です。１月

１日現在に所有者として固定資産課税台帳に登録されている方は、年の途中で土地

や建物を売却しても、その年度の税金全額の納税義務を負います。 
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Ｑ21 住宅を取り壊したり新築したとき固定資産税は         

 

Ａ21 固定資産税は、毎年１月１日現在の土地、家屋の状況で課税されます。１月１

日以後に住宅を取り壊したとき、その年の税額が減額されることはありません。 

同じように１月１日以後に完成した住宅について、年度途中から課税されること

もありません。 

また、住宅を取り壊した場合や増築した場合には、税務課職員が現状を確認させ

ていただきますので、ご連絡をお願いいたします。取り壊した場合は「家屋滅失

届出書」を提出してください。 
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Ｑ22 共有資産を持分ごとに課税できないでしょうか          

 

 Ａ22 共有資産に課税される固定資産税は、地方税法の規定により共有者全員が連帯

して納付する連帯納税義務を負うことになります。 

連帯納税義務とは、持分に対してのみ義務を負うものではなく、共有者全員で

全額の納税義務を負うことで、共有資産を持分ごとに別々に課税することはでき

ないことになっています。 

なお、納税通知書が送付される代表者の変更をご希望される場合は、税務課に

「固定資産共有代表変更届」を提出してください。 
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Ｑ23 住所を変更したのですが連絡は必要ですか           

 

Ａ23 納税義務者や納税管理人の住所や氏名等に変更があった場合には、市役所の税

務課までご連絡をお願いいたします。 

ただし、登記簿の住所、氏名を変更した方や市内で転居または市から転出した

方で市に届けられた方は自動的に変更いたします。 

また、５月初めに納税義務者に納税通知書を発送していますが、転居したのに

送り先が変わっていない場合や、納税通知書が届かない場合にもご連絡をお願い

いたします。 
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Ⅳ 軽自動車税（種別割）に関するＱ＆Ａ 

 

Ｑ24 昨年廃車（解体）したのに納付書が届いた            

 

Ａ24 次のケースが考えられますので、確認をお願いいたします。 

１．軽自動車の廃車を、リサイクル業者・解体業者等に依頼した場合には、依頼

先の業者が軽自動車協会での廃車手続きを行っていない可能性があります。 

今一度依頼先に廃車手続きの有無の確認をお願いいたします。 

２．原動機付自転車、トラクター等を廃車する場合は、市役所で廃車手続きを行

う必要があります。廃車手続き後に廃車証明書が発行されますので、確認をお

願いいたします。 

 

【参考】廃車手続きについて 

 申請の内容により必要書類等が異なる場合がありますので、あらかじめ電話等でご確認

ください。  

車両の種類 手続きを行う場所 持ち物 

原動機付自転車 
■栗原市内の場合 

各総合支所 市民サービス課 

■栗原市外の場合 

住所地の市役所又は町村役場 

・ナンバープレート 

・標識交付証明書 

・身分証明書 小型特殊自動車 

軽三輪 

■宮城県内の場合 

・軽自動車検査協会宮城主管事務所 

 仙台市宮城野区中野四丁目 1 番地の 38 

 TEL:050-3816-1830 

・栗原地区自動車協会 

 栗原市築館源光 10 番 6号 

 TEL:0228-22-2488 

・若柳地区自動車協会 

 栗原市若柳字川南上堤 300 番地 

 TEL:0228-32-5411 

■宮城県外の場合 

 住所地の軽自動車協会又は自動車協会 

・ナンバープレート 

・軽自動車検査証 

 

※車両の状況等により、必要

書類が異なります。 

 

軽四輪 

軽二輪 

（250cc 以下） 

■宮城県内の場合 

東北運輸局宮城運輸支局 

 仙台市宮城野区扇町三丁目 3 番 15 号 

 TEL:050-5540-2011 

■宮城県外の場合 

 住所地の運輸支局 

二輪小型自動車 

（251cc 以上） 
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Ｑ25 使っていない車の納付書が届いた               

  

Ａ25 軽自動車税（種別割）は、車両を所有していることで課税されます。使用不能の

車両を保管している場合であっても、所有している限り課税されます。 

今後使用する見込みのない車両は、解体や譲渡を行い、速やかに廃車手続きをし

てください。手続きがされないと、税金は毎年課税されます。 
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Ｑ26 栗原市に転入したのに前の市町村から納付書が届いた      

 

Ａ26 軽自動車税は定置場（車両を置いている場所）の市町村が課税することになって

います。住民票の異動だけでは定置場の変更にならないため、別に手続きが必要に

なります。手続きについては次の表をご参照ください。 

 

 

【参考】手続きについて 

 

車両の種類 手続きを行う場所 

原動機付自転車 

（排気量 125cc以下） 

■栗原市内の場合 

各総合支所 市民サービス課 

■栗原市外の場合 

住所地の市役所又は町村役場 

小型特殊自動車 

（農耕作業用車両など） 

軽三輪 

■宮城県内の場合 

・軽自動車検査協会宮城主管事務所 

  仙台市宮城野区中野四丁目 1番地の 38 

  TEL:050-3816-1830 

・栗原地区自動車協会 

  栗原市築館源光 10番 6号 

  TEL:0228-22-2488 

・若柳地区自動車協会 

 栗原市若柳字川南上堤 300番地 

 TEL:0228-32-5411 

■宮城県外の場合 

住所地の軽自動車協会又は自動車協会 

軽四輪 

軽二輪 

（排気量 250cc以下） 

■宮城県内の場合 

東北運輸局宮城運輸支局 

 仙台市宮城野区扇町三丁目 3番 15号 

 TEL:050-5540-2011 

■宮城県外の場合 

住所地の運輸支局 

二輪小型自動車 

（排気量 251cc以上） 
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Ｑ27 身体障害者手帳を持っているが、軽自動車税の減免は      

 

 Ａ27 身体障害者手帳をお持ちの方が所有している軽自動車の税金は、その方の障害の

等級により減免を受けられる場合があります。また、療育手帳、精神障害者保健福

祉手帳、１８歳未満で身体障害者手帳をお持ちの方と生計を一にする方が所有して

いる軽自動車税についても、減免を受けられる場合があります。 

減免を受けるためには、軽自動車税の納期限までに減免申請が必要となります

ので、毎年度申請期間内に手続きしていただく必要があります。減免申請は、税務

課市民税係または各総合支所市民サービス課で受付しています。 

なお、減免を受けられるのは、１人につき普通自動車（県税）または軽自動車（市

税）のいずれか１台のみとなります。 

 

１．身体障害者及び戦傷病者の範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．知的障害者の範囲 

 療育手帳の交付を受けている方のうち、判定が「Ａ」の方 

 

３．精神障害者の範囲 

 精神障害者福祉手帳（通院医療費の公費負担番号が記載されているものに限る。）の交付

を受けている方のうち、障害の等級が「１級」の方

 

【表の見方】 
 〇  ： 本人が運転する場合でも、生計同一者又は常時介護者が運転する場合でも該当する。 
 △  ： 本人が運転する場合のみ該当し、生計同一者又は常時介護者が運転する場合は該当しない。 
 注１ ：  一上肢のみに運動機能障害がある場合を除く。 
 注２ ：  一下肢のみに運動機能障害がある場合は、本人が運転する場合のみに該当する。 



- 30 - 

 

Ｑ28 年度途中で軽自動車を登録、廃車等をしたときの税金は      

 

Ａ28 軽自動車税は、毎年４月１日現在の所有者等に年額で課税されます。 

４月２日以降に取得し、登録したものについては、その年度は課税されません。 

しかし、４月２日以降の廃車・名義変更については、その年度の軽自動車税は課

税されますので、その全額を納付していただくことになります。 
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Ｑ29 軽自動車の税金が高くなったのはなぜ               

 

Ａ29 平成 26 年度及び平成 27 年度の地方税制改正により、平成 28 年度以降の軽自動

車税の税率が改正されました。 

 

 

なお、軽自動車の三輪及び四輪以上のものについては、新車新規登録（車検 

証の『初度検査年月』）を受けた日によって、税率が異なります。 

新車新規登録が平成 27年３月 31日以前のものは税率改正前の金額となり、 

平成 27 年４月１日以後のものは税率改正後の金額となります。 

 

 

 

改正前 改正後

1,000円 2,000円

1,200円 2,000円

1,600円 2,400円

2,500円 3,700円

2,400円 3,600円

4,000円 6,000円

1,600円 2,400円

4,700円 5,900円

原動機付自転車及び二輪車等

二輪の小型自動車（250㏄超）

小型特殊自動車（農耕用）

小型特殊自動車（その他）

税率（年額）
種別

軽自動車の二輪（125㏄超250㏄以下）

原動機付自転車

50㏄以下

50㏄超90㏄以下

90㏄超125㏄以下

ミニカー

改正前 改正後

3,100円 3,900円

営業用 5,500円 6,900円

自家用 7,200円 10,800円

営業用 3,000円 3,800円

自家用 4,000円 5,000円

軽自動車の三輪および四輪以上のもの

税率（年額）
種別

軽自動車

三輪

四輪以上のもの

乗用

貨物用
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Ｑ30 古い軽自動車の税金が高くなるってどういうこと        

 

Ａ30 平成 26年度の地方税制改正により、グリーン化を進める観点から、平成 28年度

以降軽自動車の三輪及び四輪以上のもので、新車新規登録（車検証の『初度検査年

月』）から 13年を経過した車両に対し、軽自動車税の重課税率が適用されます。 

  

  軽自動車の三輪及び四輪以上の重課税率 

    

 

  軽自動車税の重課税率対象年度早見表 

 

初度検査年月 
重課税率 

対象年度 
備考 

～平成 14年 平成 28年度～ 

平成 15年 10月 13

日以前に登録された

車両には、自動車検

査証の初度検査年月

に年単位でのみ記載

されています。 

そのため、自動車

検査証に、年単位で

のみ記載されている

車両については、初

度検査を受けた年の

12 月とみなして課

税されます。 

平成 15年～平成 16年 3月 平成 29年度～ 

平成 16年 4月～平成 17年 3月 平成 30年度～ 

平成 17年 4月～平成 18年 3月 令和元年度～ 

平成 18年 4月～平成 19年 3月 令和 2年度～ 

平成 19年 4月～平成 20年 3月 令和 3年度～ 

平成 20年 4月～平成 21年 3月 令和 4年度～ 

…
 

…
 

令和 2年 4月～令和 3年 3月 令和 16年度～ 

令和 3年 4月～令和 4年 3月 令和 17年度～ 

令和 4年 4月～令和 5年 3月 令和 18年度～ 

…
 

…
 

営業用

自家用

営業用

自家用

種別 重課税率

軽自動車

三輪 4,600円

四輪以上のもの

乗用
8,200円

12,900円

貨物用
4,500円

6,000円
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Ｑ31 車を買ったが、グリーン化特例（軽課税率）は適用されるか    

 

Ａ31 令和３年度税制改正により適用条件が変更になりました。 

適用期間中（令和３年４月１日～令和５年３月３１日）に燃費基準を達成してい

る軽自動車について、新車新規登録等を行った場合に限り、当該年度の翌年度分に

特例措置が適用されます。 

初めて新規登録した年月及び燃費基準の達成状況は、自動車検査証に記載されて

いる「初度検査年月」及び「備考」で確認することができます。 

令和４年度に軽課税率であった車両は、令和５年度から標準税率が適用されます。 

 

改正後 軽自動車税（種別割）のグリーン化特例（軽課税率）税額表 

 

車種 標準税率 

グリーン化(軽課税率) 

75％軽減 

注１ 

50％軽減 

注２ 

25％軽減 

注３ 

三輪 3,900円 1,000円 2,000円 3,000円 

四輪乗用 
営業用 6,900円 1,800円 3,500円 5,200円 

自家用 10,800円 2,700円 - - 

四輪貨物 
営業用 3,800円 1,000円 - - 

自家用 5,000円 1,300円 - - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１ 電気軽自動車・天然ガス軽自動車（平成 21年排出ガス規制に適合し、かつ、平成 21年排出ガス基準値より 10％以上窒素

酸化物排出量低減達成又は平成 30年排出ガス規制に適合） 

注２ （営業用軽自動車で乗用）揮発油（ガソリン）を内部機関の燃料かつ、平成 17年排出ガス基準 75％低減達成又は平成 30

年排出ガス基準 50％低減達成車のうち、令和 12年度燃費基準+90％以上達成車かつ令和２年度基準達成車。 

注３ （営業用軽自動車で乗用）揮発油（ガソリン）を内部機関の燃料かつ、平成 17年排出ガス基準 75％低減達成又は平成 30

年排出ガス基準 50％低減達成車のうち、令和 12年度年譜基準+70％以上達成車かつ令和２年度基準達成車。 
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Ⅴ 国民健康保険税に関するＱ＆Ａ 

 

Ｑ32 国民健康保険は必ず入らないといけないのですか        

 

Ａ32 日本では、国民皆保険制度がとられているため、栗原市内に住んでいる方は、職

場などの健康保険に加入している方とその被扶養者、および生活保護を受けている

方などを除いて、すべて栗原市の国民健康保険に加入しなければなりません。加入

手続は、健康保険の資格喪失日や転入日など加入資格が発生した日から 14 日以内

です。 

 

 

 ■国保に加入するとき（適用開始） 

こんなとき 必要なもの 

栗原市に転入したとき 

（前住所で国保加入のかた） 

・転出証明書 

・本人確認書類またはマイナンバーカード 

外国籍のかたで住民基本台

帳法の対象となったとき 

（3 か月を超える在留資格

を取得したとき） 

・外国人登録証明書 

・本人確認書類 

職場の健康保険などをやめ

たとき、または扶養から抜け

たとき 

・資格喪失連絡票、離職票、退職証明書など喪失年月

日のわかるもの 

・本人確認書類またはマイナンバーカード 

子どもが生まれたとき 

・母子手帳 

・出産証明書 

・本人確認書類またはマイナンバーカード 

生活保護を受けなくなった

とき 

・保護廃止通知書 

・本人確認書類またはマイナンバーカード 

 

※ 本人確認書類は、運転免許証など写真および氏名、生年月日のある官公署発行の

ものをお持ちください。 
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Ｑ33 税額が以前よりも高くなったのはなぜですか          

 

Ａ33 今年度の国民健康保険税は、昨年度と同じ税率です。代表的なものとして次の内

容が考えられますが、他にも様々な要因が考えられますので詳しく知りたい方は税

務課市民税係へお問い合わせください。 

 

１.所得に変動があった。（前年の所得を基に算出するため） 

２.国民健康保険加入者に変動があった。 

３.国民健康保険加入者に申告をしていない人がいる。 

（世帯の合計所得額に応じて税の軽減措置が受けられるが、未申告者がいる

場合は軽減が受けられない） 

４.加入者の中に 40歳を迎えた方がいる。 

（40歳から 64歳の方は介護納付金分が国保税に加算されるため） 
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Ｑ34 国民健康保険税はどのように計算されますか          

 

Ａ34 国民健康保険税は毎年７月に決まり、納税通知書により税額や計算の内訳をお知

らせしています。 

計算方法は、前年の所得額に応じた所得割、被保者数（加入者数）に応じた均等

割、世帯ごとに定額で計算する平等割を、医療給付費分、後期高齢者支援金分、介

護納付金分の 3つの項目ごとに計算し、それらを合計して総額が決まります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※ 総所得金額等とは、令和４年度市・県民税の総合課税分と分離課税分の所得金

額（退職所得は除く）を合算した額となります。 

※ 「後期高齢者支援金分」とは、後期高齢者医療制度を支えるため、現役世代の

各医療保険から拠出する支援金です。 

※ 「介護納付金分」とは、介護保険制度を支えるため、介護保険の第２号被保険

者（40歳以上 65歳未満）を対象に各医療保険者が徴収するものです。 

※ 国民健康保険税には、それぞれ限度額が設けられており、医療給付費分が

650,000 円、後期高齢者支援金分が 200,000 円、介護納付金分が 170,000 円とな

っています。 

なお、限度額を超えた税額については切り捨てられます。 
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Ｑ35 国民健康保険に加入していないのに納付書が届いた                

  

Ａ35 世帯の中で、国民健康保険に加入されている方はいませんか？ 

世帯主が国民健康保険に加入していなくても、世帯の中で国民健康保険に加入し

ている方がいる場合、世帯主あてに納付書が届きます。 

この場合の納税義務者である世帯主を擬制世帯主といいます。 

国民健康保険税の納税義務者は地方税法により世帯主となっています。 
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Ｑ36 会社都合で離職した場合、税の軽減を受けられますか      

 

（非自発的失業などによる国民健康保険税軽減） 

 

Ａ36 平成 22 年度から、解雇、倒産、契約更新拒否などにより離職した方の国民健康

保険税を申請により軽減する制度が始まりました。 

 

【計算方法】 

国民健康保険税の算定基礎となる前年所得のうち、給与所得を 30/100 として  

計算します。 

また、高額療養費等の所得区分についても給与所得を 30/100として判定します。 

 

【対象者の条件】 

   １～３のすべてを満たす方が対象となります。 

    １.離職日が平成 21年３月 31日以降 

    ２.離職日の時点で 64歳以下 

    ３.雇用保険受給資格者証の離職理由コードが 

     「11」「12」「21」「22」「23」「31」「32」「33」「34」のいずれか 

     （雇用保険の「特定受給資格者」または「特定理由離職者」） 

 

    ※ 以下の方は対象となりません。 

      ・定年退職や自己都合（正当な理由のない）により離職された方 

      ・離職日の時点で 65歳以上の方  

      ・雇用保険受給資格者証の右上に、特、高の表示のある方 

 

【軽減が適用される期間】 

   離職日翌日の月からその翌年度末までです。（最大２年間） 
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Ｑ37 社会保険に加入したのに国民健康保険税の納付書が届いた    

 

Ａ37 国民健康保険に加入されていた方が、新たに社会保険に加入される場合、社会保

険への加入手続きは事業所で行いますが、国民健康保険の脱退については、市役所

の健康推進課または各総合支所市民サービス課で手続きをしていただく必要があ

ります。 

 

必要な書類 

    ・職場の健康保険証（扶養されている方も含めて全員分の健康保険証） 

・国民健康保険証（やめる方全員分） 

 

※ 同一世帯以外のかた（代理人）が届出をする場合は、委任状と代理人の本人 

確認書類（マイナンバーカードや運転免許証など）が必要になります。 
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Ｑ38 年金を受給しているのですが、納付方法が変わるのですか     

 

Ａ38 年金からのお支払い（特別徴収）は、原則として下記のすべての項目に当ては

まる世帯が対象となります。 

 

１.世帯主を含め国民健康保険に加入の方全員が 65歳から 74歳であること 

２.世帯主の年金受給額（※）が年額 18万円以上であること 

３.国民健康保険税と介護保険料を合わせた額が年金額の２分の１を超えない場合 

 

※ 対象となる年金は、老齢・退職年金、障害年金、遺族年金となります。複    

 数の年金を受給している場合、介護保険料を特別徴収されている公的年金の 

みが対象となります。 

なお、特別徴収の対象となった方は、原則、納付書によるお支払いをするこ 

とができませんが、｢国民健康保険税納付方法変更申出書｣を提出していただく

ことにより、口座振替でのお支払が可能ですので、税務課または各総合支所市

民サービス課にて手続きしてください。 

 

 

必要な書類 

● これまで利用していた登録口座から引き続き口座振替を行う場合  

→ 口座振替依頼書の「お客様控え」または登録口座の通帳の写し 

 

● 新たに口座振替の申し込みを行う場合               

→ お取引金融機関にある備え付けの口座振替依頼書により口座振替 

申請後、「お客様控え」の写し 
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Ⅵ 納税に関するＱ＆Ａ 

Ｑ39 市税はどこで納付できますか                 

Ａ39 市・県民税、固定資産税、軽自動車税、国民健康保険税は、金融機関、コンビ

ニエンスストア、スマートフォンアプリ、市役所の税務課または各総合支所市民

サービス課で納付することができます。 

なお、納期限後にコンビニエンスストア、スマートフォンアプリで納付するこ

とはできません。 

【納付場所】 

１．金融機関 

○㈱七十七銀行 ○㈱仙台銀行  ○新みやぎ農業協同組合 ○仙北信用組合 

○東北労働金庫 ○一関信用金庫 ○㈱岩手銀行一関支店 

○東北６県内のゆうちょ銀行及び郵便局 

※ ゆうちょ銀行及び郵便局では、延滞金等のお取扱いはできません 

２．コンビニエンスストア（全国の店舗でお取扱いできます。） 

○セブン－イレブン ○ファミリーマート     ○ミニストップ   ○ローソン 

○デイリーヤマザキ ○ヤマザキデイリーストアー ○ニューヤマザキデイリーストア 

○ヤマザキスペシャルパートナーショップ     ○コミュニティ・ストア 

○ポプラ      ○生活彩家         ○くらしハウス 

○スリーエイト   ○セイコーマート      ○ハマナスクラブ  

○ＭＭＫ設置店 

３．スマートフォンアプリ 

○Ｐａｙ Ｂ             ○楽天銀行コンビニ支払サービス 

○ａｕ ＰＡＹ（請求書支払い）    ○ＬＩＮＥ Ｐａｙ請求書支払い 

○ＰａｙＰａｙ請求書払い       ○銀行Ｐａｙ（ゆうちょＰａｙ） 

４．コンビニエンスストア、スマートフォンアプリでお取扱いできないもの。 

(1) 金額を訂正したもの。 

(2) バーコード印字がないものやバーコードが読めないなど受付できないもの。 

(3) 金額が３０万円を超えるもの。 

５．栗原市役所（市外局番 0228） 

○総務部 税務課 収納係  ℡22-1121 

○各総合支所市民サービス課 

築 館 ℡22-1111 若 柳 ℡32-2121 栗 駒 ℡45-2111 高清水 ℡58-2111 

一 迫 ℡52-2111 瀬 峰 ℡38-2111 鶯 沢 ℡55-2111 金 成 ℡42-1111 

志波姫 ℡25-3111 花 山 ℡56-2111
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Ｑ40 納付書をなくしたが、どうすればいいですか          

 

Ａ40 市役所の税務課（℡0228-22-1121）または各総合支所市民サービス課まで電話

連絡いただければ、納付書を再発行し郵送いたします。 

また、市役所税務課または各総合支所市民サービス課にご来庁いただければ、 

窓口で納付いただくこともできます。 



- 43 - 

 

Ｑ41 納期限を過ぎても納付できますか               

 

Ａ41 金融機関、市役所税務課及び各総合支所市民サービス課で納付することができ

ますが、コンビニエンスストア、スマートフォンアプリでは納付できません。 

なお、納期限を過ぎてからの納付は、督促手数料や延滞金がかかる場合もあり 

ますので、納期限内に納付してください。 
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Ｑ42 市税の口座振替について知りたい               

 

Ａ42 金融機関に預貯金口座のある方は、その預貯金口座から自動的に振替納税でき

ます。 

納税を忘れて延滞金のかかる心配がないうえ、納税のため金融機関などの窓口 

までお出掛けになる手間も省け、大変便利です。 

 

【口座振替できる税金】 

○市・県民税   ○固定資産税   ○軽自動車税   ○国民健康保険税 

 

【口座振替できる金融機関】 

○㈱七十七銀行  ○㈱仙台銀行   ○新みやぎ農業協同組合 

○仙北信用組合  ○東北労働金庫  ○一関信用金庫  ○ゆうちょ銀行 

 

【口座振替の申し込み】 

 市内の金融機関、市役所税務課または各総合支所市民サービス課窓口に申し

込み用紙を備え付けてあります。 

 申込用紙に、必要事項を記入し届出印をご持参のうえ、預貯金口座のある金

融機関へお申し込みください。 

（市役所及び総合支所の窓口では受付できません） 

 

【固定資産税をお申し込みする際の注意】 

固定資産税をお申し込みの際、納税管理人を指定している場合でも、必ず 

所有者のお名前を記入してください。 

（例）「□□様 △△様分」と記載されている納付書をお持ちの場合、 

必ず「△△様分」の名前を納入義務者欄に記入してください。 
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 Ｑ43 市税を納期限内に納められなかった場合どうなりますか    

 

Ａ43 定められた納期限までに納税しないことを『滞納』といいます。 

滞納となると、まず督促状により納税を促すことになります。たとえ、滞納が不

注意によるものであっても同じです。 

また、滞納した場合には、本来納めるべき税額のほかに督促手数料や延滞金を併

せて納めていただくことになりますので、必ず納期限までに納付してください。 

市税を滞納したままの場合、納期限までに納められた納税者との公平を保つため、

また、大切な市税を確保するために、やむを得ず、滞納している方の財産（不動産・

給料・預貯金など）を差し押さえ、さらにその財産を公売するなどの滞納処分を行

うことになります。 

 


